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◎議案補充説明 

（１）議案第２３号「工事請負契約について（二級河川鳥羽河内川鳥羽河内ダム本体 

建設工事）」 

 

議案 第２３号   工 事 請 負 契 約 に つ い て 

工 事 名 二級河川鳥羽河内川鳥羽河内ダム本体建設工事 

施工場所  鳥羽市河内町 地内 

契 約 金 額      8,562,928,000円（消費税等含む） 

請 負 者 

 

住 所 氏 名      

三重県津市栄町１丁目８６４ 

前田・水谷・磯部特定建設工事共同企業体 

代表者 前田建設工業株式会社 三重営業所 

所長 水野 裕史 

契 約 工 期      議決日から令和10年４月28日限り 

 

工事の概要 

重力式コンクリートダム（流水型ダム）  

 堤高 H=39.0m 堤頂長 L=193.0m 

 堤体積（減勢工含む） V=57,880m3  

 基礎掘削 V=155,000m3 

 

契 約 方 法 一般競争入札 

入

札

状

況 

年月日 令和５年８月１日 評価値0.16282   (最高値0.16282  最低値0.16169) 

業者数 9 価   格 

最低   8,562,928,000円（消費税等含む） 

      7,784,480,000円（消費税等抜き） 

最高   8,562,939,000円（消費税等含む） 

      7,784,490,000円（消費税等抜き） 

回 数 1 
予    定 

価    格 

      9,175,738,000円（消費税等含む） 

       8,341,580,000円（消費税等抜き） 
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【議案 第２３号】 二級河川鳥羽河内川鳥羽河内ダム本体建設工事 

重力式コンクリートダム（流水型ダム）  

 堤高 H=39.0m 堤頂長 L=193.0m 

 堤体積（減勢工含む） V=57,880m3  基礎掘削 V=155,000m3 

 

位 置 図 

 

現場状況写真

 

現道（市道）

工事用道路

高さ
39.0
m

堤体積 57,880m3

【ダムの完成イメージ】

鳥羽河内ダム

二級河川 鳥羽河内川

R5～R10（完成予定）

H29～R5

300(250)m3/S
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二級河川鳥羽河内川鳥羽河内ダム本体建設工事

1

2

3

4

5

6

7

8

9

鹿島・日本土建・出馬重機特定建設工事
共同企業体

  上記入札額は、消費税および地方消費税（免税業者にあっては相当額）を除いた金額です。
　また、本工事は価格と価格以外の要素を総合的に評価して落札者を決定する総合評価方式にて行った
ため、評価値の最も大きい入札者を落札者としています。また、評価値とは標準点100点に提案による
加算点を加えた技術評価点を入札額（千万円単位）で除した値（小数点第六位以下切り捨て）です。

7,784,480,000 125.87
清水・宮本・作田特定建設工事共同企業
体

0.16169

佐藤・森本・中村土木特定建設工事共同
企業体

西松・TSUCHIYA・宮崎特定建設工事共同
企業体

安藤・間・山野・山本特定建設工事共同
企業体

熊谷・西邦・下特定建設工事共同企業体 0.16218

0.16265

7,784,480,000 126.75 0.16282

7,784,490,000

落札決定

126.25

飛島・石吉・亀川特定建設工事共同企業
体

7,784,480,000 126.75 0.16282

7,784,480,000 126.50 0.16250

入札結果調書　（総合評価　除算方式）

入札年月日

入札者

令和5年8月1日

126.50 0.162507,784,480,000

7,784,480,000 126.62

備　考

　

125.87

0.16282

前田・水谷・磯部特定建設工事共同企業
体

入札額

 

0.161697,784,480,000

7,784,480,000

標準点＋加算点

工 事 番 号

大林・森・山下特定建設工事共同企業体

工 事 名

施 工 場 所

令和5年度国補治水ダム　第1-分0016号 

鳥羽市河内町　地内

評価値

126.75

第１回

くじ引き
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◎所管事項 

 

 

（１）「『令和５年版県政レポート』に 

基づく今後の『県政運営』等に 

係る意見」への回答について 
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【防災県土整備企業常任委員会】
●施策の取組

施策番号 施策名 主担当部局名 委員会意見 回答（案）

　道路除草については、県民からの要望も多く、重要であると
考えているため、今後の課題と対応においても、適切な事業の
中でわかりやすく位置付けるとともに、きめ細かな対応を検討
されたい。

　道路に雑草が繁茂すると、自動車等の交通安全上の支障や、
沿道の景観阻害につながるため、適切な道路除草は身近で重要
な課題と考えています。このため道路除草については、花とみ
どりの三重づくり条例の施行をふまえ、街路樹管理とともに良
好な道路空間の形成に向けた取組として「⑥道路空間における
グリーン化の推進」に位置付けるとともに、とりわけ交通安全
上支障となる箇所については「⑤適切な道路の維持管理」にも
位置付けて、きめ細かな対応に努めていきたいと考えていま
す。

　危険な通学路については、千葉県八街市での事故をふまえた
県管理道路内の要対策箇所数にとらわれず、地元の意見も聴き
ながら交通安全対策に取り組まれるよう検討されたい。

　千葉県八街市での事故をふまえた県管理道路内の要対策箇所
以外についても、各市町で策定した通学路交通安全プログラム
に基づき進めるとともに、地域の課題解決に向けて地元からの
声も聴き、緊急性・実効性等を見定めながらソフト対策も含め
てしっかりと取り組んでいきます。

11-1 道路・港湾整備
の推進

県土整備部

「『令和５年版県政レポート』に基づく今後の『県政運営』等に係る意見」への回答
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（５）指定管理者が行う公の施設の管理状況報告について 
 

 令和４年度において、県土整備部の公の施設で指定管理者が管理を行った施設は以

下のとおりです。 

 これらの施設について、指定管理者制度に関する取扱要綱に基づき、令和４年度分

の管理状況を報告します。 

 さらに、令和４年度をもって指定期間が終了した県営都市公園について、同要綱に

基づき、指定期間全体の管理の実績に関する評価結果を併せて報告します。 

 

区分 施設の名称 指定管理者の名称 指定の期間 

報告内容 

R4年度 

管理状況 

全期間 

評価 

県
営
都
市
公
園 

県営都市公園 

北勢中央公園 
株式会社名阪造園 

H30.4.1～

R5.3.31 
○ ○ 

県営都市公園 

ダイセーフォレストパーク 

（鈴鹿青少年の森） 

 

三重県森林組合連合会 

 

H30.4.1～

R5.3.31 
○ ○ 

鈴鹿フォレストパートナ

ーズ株式会社 

R5.2.1～

R23.3.31 
〇 ー 

県営都市公園 

亀山サンシャインパーク 
サンシャインパーク GM 

H30.4.1～

R5.3.31 
○ ○ 

県営都市公園 

大仏山公園 
有限会社太陽緑地 

H30.4.1～

R5.3.31 
○ ○ 

県営都市公園 

熊野灘臨海公園 

紀伊長島ﾚｸﾘｪｰｼｮﾝ都市開

発株式会社 

H30.4.1～

R5.3.31 
○ ○ 

下
水
道
施
設 

三重県流域下水道施設 
公益財団法人三重県下水

道公社 

H31.4.1～

R6.3.31 
○ ー 

県
営
住
宅
及
び
特
定
公
共
賃
貸
住
宅 

三重県営住宅 

＜北勢ﾌﾞﾛｯｸ＞ 

鈴鹿亀山不動産事業協同

組合 

H31.4.1～

R6.3.31 
○ ー 

三重県営住宅及び 

三重県特定公共賃貸住宅 

＜中勢伊賀ﾌﾞﾛｯｸ＞ 

伊賀南部不動産事業協同

組合 

H31.4.1～

R6.3.31 
○ ー 

三重県営住宅及び 

三重県特定公共賃貸住宅 

＜南勢ﾌﾞﾛｯｸ＞ 

三重県南勢地区管理事業

共同体 

H31.4.1～

R6.3.31 
○ ー 

三重県営住宅 

＜東紀州ﾌﾞﾛｯｸ＞ 

三重県南勢地区管理事業

共同体 

H31.4.1～

R6.3.31 
○ ー 
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■指定管理者の自己評価の基準 

評価項目１の評価： 

「Ａ」業務計画を順調に実施し、特に優れた実績を上げている。 

 「Ｂ」業務計画を順調に実施している。  

「Ｃ」業務計画を十分には実施できていない。 

 「Ｄ」業務計画の実施に向けて、大きな改善を要する。 

 

評価項目２、３の評価： 

「Ａ」当初の目標を達成し、特に優れた実績を上げている。 

 「Ｂ」当初の目標を達成している。 

 「Ｃ」当初の目標を十分には達成できていない。 

 「Ｄ」当初の目標を達成できず、大きな改善を要する。 

 

 

 

■県の評価の基準 

「＋」指定管理者の自己評価に比べて高く評価する。 

 「－」指定管理者の自己評価に比べて低く評価する。 

 「 」（空白）指定管理者の自己評価と概ね同じ評価とする。 
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指定管理者が行う公の施設の管理状況報告＜令和４年度分＞（概要）

目標 実績 目標 実績

235,000人 175,803人 280,000人 193,985人

指定管理者
の自己評価

県の評価
指定管理者
の自己評価

県の評価
指定管理者
の自己評価

県の評価
指定管理者
の自己評価

県の評価

1
管理業務の
実施状況

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

2
施設の利用
状況

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

3
成果目標及び
その実績

Ｄ ＋ Ｄ ＋ Ｄ ＋ Ｄ ＋

県の総括的な
評価

＜指定管理者の評価に対する県の評価＞
・「管理業務の実施状況」は、業務仕様書に
基づき適切に行っており、指定管理者の自己
評価と同じ評価とした。

・「施設の利用状況」は、昨年度に続き、新
型コロナウイルス感染症の影響で集客が困難
な中、感染防止対策を徹底した上でのイベン
ト開催や、Ｗｅｂを活用した情報発信などを
行って集客に努めたことから、指定管理者の
自己評価と同じ評価とした。

・「成果目標及びその実績」は、成果目標で
ある年間公園利用者数の達成率が74.8％と
80％未満であり、定量的な基準に基づく自己
評価はＤ評価となる。ただし、北勢地域の新
型コロナウイルス感染症の感染状況が県内で
も顕著で集客イベントの開催に慎重にならざ
るを得なかったことや、野球場利用が低調で
あったことなどから公園利用者数が減少する
中でも、自主事業として当公園の環境を活か
した野外での体験型イベントを行うなど、感
染対策に留意しながら公園の利用促進に最大
限努め、かつ公園利用者の満足度も高かった
ことから、県としては「＋評価」とし、指定
管理者の自己評価より高く評価した。

＜今後の課題又は指定管理者への期待＞
・指定管理者には、利用者の安全確保に向け
た施設の適切な維持管理の徹底とともに、野
球場やテニスコートといったスポーツ施設と
自然林や里山保存エリアなどの恵まれた自然
をともに有する当公園の特色を最大限に活か
す利用促進策の更なる展開を期待する。

＜指定管理者の評価に対する県の評価＞
・「管理業務の実施状況」は、業務仕様書に
基づき適切に行っており、指定管理者の自己
評価と同じ評価とした。

・「施設の利用状況」は、昨年度に続き、新
型コロナウイルス感染症の影響で集客が困難
な中、感染防止対策を徹底した上でのイベン
ト開催や、Ｗｅｂ及び鈴鹿市広報を活用した
情報発信を行って集客に努めたことから、指
定管理者の自己評価と同じ評価とした。

・「成果目標及びその実績」は、成果目標で
ある年間公園利用者数の達成率が69.3％と
80％未満であり、定量的な基準に基づく自己
評価はＤ評価となる。ただし、北勢地域の新
型コロナウイルス感染症の感染状況が県内で
も顕著で集客イベントの開催に慎重にならざ
るを得なかったことや、学校等による団体利
用が低調であったことなどから公園利用者が
減少する中でも、自主事業として当公園の環
境を活かした植物観察会を行うなど、感染対
策に留意しながら公園の利用促進に最大限努
め、かつ公園利用者の満足度も高かったこと
から、県としては「＋評価」とし、指定管理
者の自己評価より高く評価した。

＜今後の課題又は指定管理者への期待＞
・指定管理者には、恵まれた立地やＰａｒｋ
－ＰＦＩ事業で設置した施設（カフェ）によ
る集客を最大限に活かしつつ、令和６年度か
らの鈴鹿青少年センター「スズカト」との一
体運用の開始を踏まえ、更なる公園の魅力向
上につながる施策の展開を期待する。

R4

県営都市公園　ダイセーフォレストパーク
（鈴鹿青少年の森）

三重県森林組合連合会
鈴鹿フォレストパートナーズ株式会社(R5.2～)

・公園の維持修繕及び巡視点検に関する業務
・公園の利用者への案内に関する業務
・条例に基づく公園の利用時間の変更、公園
内の行為の制限、利用の禁止又は制限
・公園施設のうち野球場、テニスコートの利
用の許可
・公園の利用の促進
・その他の業務

内容

・公園の維持修繕及び巡視点検に関する業務
・公園の利用者への案内に関する業務
・条例に基づく公園の利用時間の変更、公園
内の行為の制限、利用の禁止又は制限
・公園の利用の促進
・その他の業務
※　鈴鹿フォレストパートナーズ(株)は、令
和5年2月から公園の一部区域の管理を実施

施設の名称

業務の内容

指定管理者の
名称

県営都市公園　北勢中央公園

R3 R4

株式会社名阪造園

評価項目
と内容

成果目標
及び実績

内容

年間公園利用者数 年間公園利用者数

R3
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指定管理者が行う公の施設の管理状況報告＜令和４年度分＞（概要）

目標 実績 目標 実績

810,000人 834,994人 215,000人 212,776人

指定管理者
の自己評価

県の評価
指定管理者
の自己評価

県の評価
指定管理者
の自己評価

県の評価
指定管理者
の自己評価

県の評価

1
管理業務の
実施状況

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

2
施設の利用
状況

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

3
成果目標及び
その実績

Ｃ ＋ Ｂ Ｃ ＋ Ｂ

施設の名称

業務の内容

指定管理者の
名称

成果目標
及び実績

評価項目
と内容

県の総括的な
評価

R4

年間公園利用者数

内容

＜指定管理者の評価に対する県の評価＞
・「管理業務の実施状況」は、業務仕様書に
基づき適切に行っており、指定管理者の自己
評価と同じ評価とした。

・「施設の利用状況」は、昨年度に続き、新
型コロナウイルス感染症の影響で集客が困難
な中、感染防止対策を徹底した上でのイベン
ト開催や、Ｗｅｂ及び観光情報誌、亀山市広
報を活用した情報発信等を行って集客に努め
たことから、指定管理者の自己評価と同じ評
価とした。

・「成果目標及びその実績」は、公園利用者
数が目標値の103.1%となり、目標達成となっ
た。これは、感染防止対策を徹底しながら、
利用者が安全・安心に利用できるよう適切な
管理業務を行うとともに、自主事業の実施等
で公園の利用促進に努めた結果といえること
から、県としても指定管理者の自己評価と同
じ評価とした。

＜今後の課題又は指定管理者への期待＞
・指定管理者には、ハイウェイオアシスであ
ることや、ボランティア活動など地域とのつ
ながりがあることを活かして、利用者の安全
確保に向けた施設の適切な維持管理の徹底と
ともに、高速道路利用者からも、地域住民か
らも愛される公園をめざした管理運営を期待
する。

＜指定管理者の評価に対する県の評価＞
・「管理業務の実施状況」は、業務仕様書に
基づき適切に行っており、指定管理者の自己
評価と同じ評価とした。

・「施設の利用状況」は、昨年度に続き、新
型コロナウイルス感染症の影響で集客が困難
な中でも、感染防止対策を徹底した上でのイ
ベント開催や、Ｗｅｂを活用した情報発信等
を行って集客に努めたことから、指定管理者
の自己評価と同じ評価とした。

・「成果目標及びその実績」は、公園利用者
数が目標値の99.0%となり、目標をほぼ達成し
た。これは、感染防止対策を徹底しながら、
利用者が安全・安心に利用できるよう適切な
管理業務を行うとともに、自主事業の実施等
で公園の利用促進に努めた結果といえること
から、県としても指定管理者の自己評価と同
じ評価とした。

＜今後の課題又は指定管理者への期待＞
・指定管理者には、利用者の安全確保に向け
た施設の適切な維持管理の徹底とともに、野
球場やテニスコートなどのスポーツ施設に加
えて、自然散策路などの恵まれた自然を有す
る当公園の特色を最大限に活かして、更なる
公園の利用促進策の展開を期待する。

県営都市公園　大仏山公園

有限会社太陽緑地

R3 R4 R3

サンシャインパークGM

・公園の維持修繕及び巡視点検に関する業務
・公園の利用者への案内に関する業務
・条例に基づく公園の利用時間の変更、公園
内の行為の制限、利用の禁止又は制限
・公園施設のうち野球場、テニスコート及び
ゲートボール場の利用の許可
・公園の利用の促進
・その他の業務

内容

年間公園利用者数

・公園の維持修繕及び巡視点検に関する業務
・公園の利用者への案内に関する業務
・条例に基づく公園の利用時間の変更、公園
内の行為の制限、利用の禁止又は制限
・公園の利用の促進
・その他の業務

県営都市公園　亀山サンシャインパーク
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指定管理者が行う公の施設の管理状況報告＜令和４年度分＞（概要）

目標 実績 目標 実績

580,000人 646,233人 ＣＯＤ 18mg/l 11mg/l

T-N 14mg/l 12mg/l

76%以下 74.8%

指定管理者
の自己評価

県の評価
指定管理者
の自己評価

県の評価
指定管理者
の自己評価

県の評価
指定管理者
の自己評価

県の評価

1
管理業務の
実施状況

Ｂ Ｂ Ａ Ｂ

2
施設の利用
状況

Ｂ Ｂ Ａ Ａ

3
成果目標及び
その実績

Ｂ Ａ Ａ Ａ

施設の名称 県営都市公園　熊野灘臨海公園 三重県流域下水道施設

指定管理者の
名称

紀伊長島レクリェーション都市開発株式会社 公益財団法人三重県下水道公社

業務の内容

・公園の維持修繕及び巡視点検に関する業務
・公園の利用者への案内に関する業務
・条例に基づく公園の利用時間の変更、公園
内の行為の制限、利用の禁止又は制限
・公園の利用の促進
・その他の業務

・流域下水道の機械設備及び電気設備の運転
操作に関する業務
・流域下水道の施設、設備及び備品の維持管
理に関する業務
・その他の業務

内容 内容

主な成果目標及
び実績

目標放流水質
（最大値）
【北部浄化
センター】

年間公園利用者数

汚泥含水率
【北部浄化センター】

県の総括的な
評価

＜指定管理者の評価に対する県の評価＞
・「管理業務の実施状況」は、業務仕様書に
基づき適切に行っており、指定管理者の自己
評価と同じ評価とした。

・「施設の利用状況」は、昨年度に続き、新
型コロナウイルス感染症の影響で集客が困難
な中、感染防止対策を徹底した上でのイベン
ト開催や、Ｗｅｂを活用した情報発信などを
行って集客に努めたことから、指定管理者の
自己評価と同じ評価とした。

・「成果目標及びその実績」は、公園利用者
数が目標値の111.4%となった。これは、感染
防止対策を徹底しながら、利用者が安全・安
心に利用できるよう適切な管理業務を行うと
ともに、自主事業の実施等で公園の利用促進
に努めた結果といえることから、県としても
指定管理者の自己評価と同じ評価とした。

＜今後の課題又は指定管理者への期待＞
・指定管理者には、利用者の安全確保に向け
た施設の適切な維持管理の徹底とともに、
プールやキャンプ場の屋外Ｗｉ－Ｆｉ設備な
ど県が整備した施設を最大限に活用しつつ、
隣接する民間宿泊施設等との相乗効果を発揮
して、大都市からのレジャー需要の受け皿と
しての機能の強化を図ることで、公園の利用
促進につなげる更なる施策展開を期待する。
・また、公園利用者数のうち大きな割合を占
める「道の駅」利用者を、当公園のその他の
地区へ誘導して、公園全体の利用促進を図る
方策の展開を期待する。

＜指定管理者の評価に対する県の評価＞
・「管理業務の実施状況」は、業務計画書に
定めた管理業務について、一つの浄化セン
ターで一時的に目標放流水質を超過した事案
を除き、年間を通じ、目標放流水質での運転
管理に努め、安定したサービスの提供を行っ
たため、指定管理者の自己評価と同じ評価と
した。

・「施設の利用状況」は、新型コロナウイル
ス感染防止対策を講じた上、施設見学者の受
入や出前教室など積極的に下水道の普及啓発
に取り組んだことから、指定管理者の自己評
価と同じ評価とした。

・「成果目標及びその実績」は、下水処理に
係る専門的な知識とノウハウを活かし、汚泥
含水率の目標を達成でき、コスト縮減も目標
以上の成果を上げていることから、指定管理
者の自己評価と同じ評価とした。

＜今後の課題又は指定管理者への期待＞
・今後も安定した維持管理体制の継続に努
め、目標放流水質を遵守した良好な放流水質
を確保するとともに、引き続き積極的な普及
啓発に取り組むことを期待する。

・施設の長寿命化等によるライフサイクルコ
スト低減に向けた効果的な点検や適切な維持
管理及び修繕についても期待する。

R3 R4 R3 R4
評価項目と内容
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指定管理者が行う公の施設の管理状況報告＜令和４年度分＞（概要）

目標 実績 目標 実績

毎月2回
以上

月平均
3.8回

毎月2回
以上

月平均
5.1回

1時間
以内

緊急な修
繕要望等
に1時間以
内に対応

1時間
以内

緊急な修
繕要望等
に1時間以
内に対応

指定管理者
の自己評価

県の評価
指定管理者
の自己評価

県の評価
指定管理者
の自己評価

県の評価
指定管理者
の自己評価

県の評価

1
管理業務の
実施状況

Ａ Ａ Ａ Ａ

2
施設の利用
状況

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

3
成果目標及び
その実績

Ａ Ａ Ａ Ａ

県の総括的な
評価

R4

施設の名称

業務の内容

指定管理者の
名称

建物等の点検確認

＜指定管理者の評価に対する県の評価＞
・「管理業務の実施状況」は、入居者アン
ケートにおいて、88.9％が「どちらかと言え
ば住みやすい」以上の評価をしており、指定
管理者の自己評価と同じ評価とした。

・「施設の利用状況」は、令和4年度の入居
率が前年度に対して減少しているものの減少
幅が1.1％（令和4年度の入居率64.7％）で
あったため、指定管理者の自己評価と同じ評
価とした。

・「成果目標及びその実績」は、建物点検回
数を月平均3.8回実施しており、また、入居
者アンケートにおいて、修繕のあった入居者
の87.2％が「思っていたとおりの対応時間」
以上の評価をしていることから、指定管理者
の自己評価と同じ評価とした。

＜今後の課題又は指定管理者への期待＞
・入居希望者や入居者への丁寧な対応や速や
かで適切な修繕の実施など、今後とも一層の
サービス向上と適切な施設・設備等の管理を
期待する。

鈴鹿亀山不動産事業協同組合

三重県営住宅〈北勢ブロック〉

・県営住宅及び共同施設の管理に関する業務
（県営住宅の入居者の決定、使用料の決定等
を除く）
・県営住宅及び共同施設の施設・設備等の維
持、保守管理、修繕等に関する業務
・その他の業務

内容

成果目標
及び実績

評価項目
と内容

迅速かつ誠実な対応

R3

三重県営住宅及び三重県特定公共賃貸住宅
〈中勢伊賀ブロック〉

伊賀南部不動産事業協同組合

内容

・県営住宅及び県特定公共賃貸住宅並びに共
同施設の管理に関する業務（県営住宅等の入
居者の決定、使用料の決定等を除く）
・県営住宅等及び共同施設の施設・設備等の
維持、保守管理、修繕等に関する業務
・その他の業務

＜指定管理者の評価に対する県の評価＞
・「管理業務の実施状況」は、入居者アン
ケートにおいて、92.5％が「どちらかと言え
ば住みやすい」以上の評価をしており、指定
管理者の自己評価と同じ評価とした。

・「施設の利用状況」は、令和4年度の入居
率が前年度に対して減少しているものの減少
幅が2.4％（令和4年度の入居率62.4％）で
あったため、指定管理者の自己評価と同じ評
価とした。

・「成果目標及びその実績」は、建物点検回
数を月平均5.1回実施しており、また、入居
者アンケートにおいて、修繕のあった入居者
の89.1％が「思っていたとおりの対応時間」
以上の評価をしていることから、指定管理者
の自己評価と同じ評価とした。

＜今後の課題又は指定管理者への期待＞
・入居希望者や入居者への丁寧な対応や速や
かで適切な修繕の実施など、今後とも一層の
サービス向上と適切な施設・設備等の管理を
期待する。
・また、管理戸数に対して新規募集戸数が少
ないので、新規募集の修繕費を縮減すること
により募集戸数を増加させるなど入居率の向
上に取り組まれたい。

R4

迅速かつ誠実な対応

R3

建物等の点検確認
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指定管理者が行う公の施設の管理状況報告＜令和４年度分＞（概要）

目標 実績 目標 実績

毎月2回
以上

月平均
3.2回

毎月2回
以上

月平均
3.2回

1時間
以内

緊急な修
繕要望等
に1時間以
内に対応

1時間
以内

緊急な修
繕要望等
に1時間以
内に対応

指定管理者
の自己評価

県の評価
指定管理者
の自己評価

県の評価
指定管理者
の自己評価

県の評価
指定管理者
の自己評価

県の評価

1
管理業務の
実施状況

Ａ Ａ Ａ Ａ

2
施設の利用
状況

Ｂ Ｂ Ａ Ｂ

3
成果目標及び
その実績

Ａ Ａ Ａ Ａ

評価項目
と内容

県の総括的な
評価

＜指定管理者の評価に対する県の評価＞
・「管理業務の実施状況」は、入居者アン
ケートにおいて、91.8％が「どちらかと言え
ば住みやすい」以上の評価をしており、指定
管理者の自己評価と同じ評価とした。

・「施設の利用状況」は、令和4年度の入居
率が前年度に対して減少しているものの減少
幅が3.9％（令和4年度の入居率69.5％）で
あったため、指定管理者の自己評価と同じ評
価とした。

・「成果目標及びその実績」は、建物点検回
数を月平均3.2回実施しており、また、入居
者アンケートにおいて、修繕のあった入居者
の85.9％が「思っていたとおりの対応時間」
以上の評価をしていることから、指定管理者
の自己評価と同じ評価とした。

＜今後の課題又は指定管理者への期待＞
・入居希望者や入居者への丁寧な対応や速や
かで適切な修繕の実施など、今後とも一層の
サービス向上と適切な施設・設備等の管理を
期待する。

＜指定管理者の評価に対する県の評価＞
・「管理業務の実施状況」は、入居者アン
ケートにおいて、86.0％が「どちらかと言え
ば住みやすい」以上の評価をしており、指定
管理者の自己評価と同じ評価とした。

・「施設の利用状況」は、令和4年度の入居
率が前年度に対して減少しているものの減少
幅が2.6％（令和4年度の入居率92.2％）で
あったため、指定管理者の自己評価と同じ評
価とした。

・「成果目標及びその実績」は、建物点検回
数を月平均3.2回実施しており、また、入居
者アンケートにおいて、修繕のあった入居者
の88.2％が「思っていたとおりの対応時間」
以上の評価をしていることから、指定管理者
の自己評価と同じ評価とした。

＜今後の課題又は指定管理者への期待＞
・入居希望者や入居者への丁寧な対応や速や
かで適切な修繕の実施など、今後とも一層の
サービス向上と適切な施設・設備等の管理を
期待する。

R3 R4R3 R4

内容 内容

・県営住宅及び共同施設の管理に関する業務
（県営住宅の入居者の決定、使用料の決定等
を除く）
・県営住宅及び共同施設の施設・設備等の維
持、保守管理、修繕等に関する業務
・その他の業務

三重県南勢地区管理事業共同体　

成果目標
及び実績

建物等の点検確認 建物等の点検確認

迅速かつ誠実な対応 迅速かつ誠実な対応

施設の名称

業務の内容

指定管理者の
名称

三重県営住宅及び三重県特定公共賃貸住宅
〈南勢ブロック〉

三重県営住宅〈東紀州ブロック〉

三重県南勢地区管理事業共同体　

・県営住宅及び県特定公共賃貸住宅並びに共
同施設の管理に関する業務（県営住宅等の入
居者の決定、使用料の決定等を除く）
・県営住宅等及び共同施設の施設・設備等の
維持、保守管理、修繕等に関する業務
・その他の業務
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指定管理者が行う公の施設の管理状況報告＜全期間評価＞（概要）

指定管理
者の自己

評価

県の
評価

指定管理
者の自己

評価

県の
評価

指定管理
者の自己

評価

県の
評価

指定管理
者の自己

評価

県の
評価

指定管理
者の自己

評価

県の
評価

指定管理
者の自己

評価

県の
評価

管理業務の
実施状況

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

施設の利用
状況

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

成果目標及
びその実績

Ｂ Ｂ Ｃ ＋ Ｂ Ａ Ｄ ＋

指定管理
者の自己

評価

県の
評価

指定管理
者の自己

評価

県の
評価

指定管理
者の自己

評価

県の
評価

指定管理
者の自己

評価

県の
評価

管理業務の
実施状況

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

施設の利用
状況

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

成果目標及
びその実績

Ｄ ＋ Ｄ ＋ Ｄ ＋ Ｄ ＋

・日常の維持管理を適切に実施しつつ、自
主事業として集客イベントや園内の自然を
活かしたフォトコンテスト、自然観察会、
体験型ワークショップ等の実施、Ｗｅｂを
活用したＰＲなどを積極的に行い、施設の
利用促進に努めた。

・令和２年度以降は新型コロナウイルス感
染症の影響による外出自粛や集客イベント
の中止等が影響して公園利用者数が減少し
て、成果目標を達成できなかった。

・なお、成果目標が未達であった年度も、
積極的な集客が困難な状況下で、中小規模
のイベントを新たに開催するなど工夫して
施設の利用促進に努めたことから、「成果
目標及びその実績」の県の評価は、指定管
理者が定量的な基準に基づいて行った自己
評価よりも高く評価した。

・指定管理期間を通じて施設の維持管理を
適切に実施し、民間事業者ならではの柔軟
な発想で集客に努めていたことから、適切
に指定管理業務が実施されたと評価する。

・今後も、公園利用者の安全確保を最優先
にしつつ、利用ニーズを反映し、更なる利
用促進につながる取組を期待する。

・日常の維持管理を適切に実施しつつ、自
主事業として集客イベントや木工教室やス
ポーツ体験会、専門家を招いての自然観察
会等の実施、Ｗｅｂ及び市広報を活用した
ＰＲなどを積極的に行い、施設の利用促進
に努めた。

・令和２年度以降は新型コロナウイルス感
染症の影響による外出自粛や、集客イベン
トの中止等が影響して公園利用者数が減少
し、成果目標を達成できなかった。

・なお、成果目標が未達であった年度も、
積極的な集客が困難な状況下で、園内植物
の観察会を継続開催するなど工夫して施設
の利用促進に努めたことから、「成果目標
及びその実績」の県の評価は、指定管理者
が定量的な基準に基づいて行った自己評価
よりも高く評価した。

・指定管理期間を通じて施設の維持管理を
適切に実施し、民間事業者ならではの柔軟
な発想で集客に努めていたことから、適切
に指定管理業務が実施されたと評価する。

・今後も、公園利用者の安全確保を最優先
にしつつ、利用ニーズを反映し、更なる利
用促進につながる取組を期待する。

Ｒ４

Ｒ１ Ｒ２

Ｒ３

Ｈ30

県営都市公園　北勢中央公園

株式会社名阪造園

Ｒ２Ｈ30 Ｒ１

平成30年4月1日 ～ 令和5年3月31日

県営都市公園　ダイセーフォレストパーク
（鈴鹿青少年の森）

三重県森林組合連合会

平成30年4月1日 ～ 令和5年3月31日

Ｒ４Ｒ３

指定期間全体
の県の総括評
価

施設の名称

指定管理者の
名称

指定の期間

評価項目
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指定管理者が行う公の施設の管理状況報告＜全期間評価＞（概要）

指定管理
者の自己

評価

県の
評価

指定管理
者の自己

評価

県の
評価

指定管理
者の自己

評価

県の
評価

指定管理
者の自己

評価

県の
評価

指定管理
者の自己

評価

県の
評価

指定管理
者の自己

評価

県の
評価

管理業務の
実施状況

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

施設の利用
状況

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

成果目標及
びその実績

Ｂ Ｂ Ｄ ＋ Ｂ Ｂ Ｃ ＋

指定管理
者の自己

評価

県の
評価

指定管理
者の自己

評価

県の
評価

指定管理
者の自己

評価

県の
評価

指定管理
者の自己

評価

県の
評価

管理業務の
実施状況

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

施設の利用
状況

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

成果目標及
びその実績

Ｃ ＋ Ｂ Ｃ ＋ Ｂ

施設の名称 県営都市公園　亀山サンシャインパーク 県営都市公園　大仏山公園

指定管理者の
名称

サンシャインパークＧＭ 有限会社太陽緑地

指定の期間 平成30年4月1日 ～ 令和5年3月31日 平成30年4月1日 ～ 令和5年3月31日

評価項目

Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２

指定期間全体
の県の総括評
価

・日常の維持管理を適切に実施しつつ、自
主事業として高速道路施設と連携した集客
イベントや体験型ワークショップ、親子カ
ヌー教室などの実施、市広報や観光情報誌
を活用したＰＲなどを積極的に行い、施設
の利用促進に努めた。

・令和２～３年度は新型コロナウイルス感
染症の影響による外出自粛や、集客イベン
トの中止等が影響して公園利用者数が減少
し、成果目標を達成できなかった。

・なお、成果目標が未達であった年度も、
積極的な集客が困難な状況下で、野外での
集客イベントを継続するなど、工夫して施
設の利用促進に努めたことから、「成果目
標及びその実績」の県の評価は、指定管理
者が定量的な基準に基づいて実施した自己
評価よりも高く評価した。

・指定管理期間を通じて施設の維持管理を
適切に実施し、民間事業者ならではの柔軟
な発想で集客に努めていたことから、適切
に指定管理業務が実施されたと評価する。

・今後も、公園利用者の安全確保を最優先
にしつつ、利用ニーズを反映し、更なる利
用促進につながる取組を期待する。

・日常の維持管理を適切に実施しつつ、ス
テージイベントや飲食スペースを設けるマ
ルシェイベントやテニス教室、門松づくり
のワークショップ教室、星の観察会などの
実施、Ｗｅｂを活用したＰＲなどを積極的
に行い、施設の利用促進に努めた。

・令和２～３年度は新型コロナウイルス感
染症の影響による外出自粛や、集客イベン
トの中止等が影響して公園利用者数が減少
し、成果目標を達成できなかった。

・なお、成果目標が未達であった年度も、
積極的な集客が困難な状況下で、テイクア
ウト料理の販売イベントの実施など、工夫
して施設の利用促進に努めたことから、
「成果目標及びその実績」の県の評価は、
指定管理者が定量的な基準に基づいて実施
した自己評価よりも高く評価した。

・指定管理期間を通じて施設の維持管理を
適切に実施し、民間事業者ならではの柔軟
な発想で集客に努めていたことから、適切
に指定管理業務が実施されたと評価する。

・今後も、公園利用者の安全確保を最優先
にしつつ、利用ニーズを反映し、更なる利
用促進につながる取組を期待する。

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ３ Ｒ４
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指定管理者が行う公の施設の管理状況報告＜全期間評価＞（概要）

指定管理者
の自己評価

県の
評価

指定管理者
の自己評価

県の
評価

指定管理者
の自己評価

県の
評価

管理業務の実施状況 Ｂ Ｂ Ｂ

施設の利用状況 Ｂ Ｂ Ｃ ＋

成果目標及びその実績 Ａ Ａ Ｃ ＋

指定管理者
の自己評価

県の
評価

指定管理者
の自己評価

県の
評価

管理業務の実施状況 Ｂ Ｂ

施設の利用状況 Ｂ Ｂ

成果目標及びその実績 Ｂ Ａ

指定期間全体の県の総括評価

・日常の維持管理を適切に実施しつつ、自主事業として道の
駅を会場とした集客イベントや体験型ワークショップの実
施、オートキャンプ場や近隣民間施設と連携した誘客、Ｗｅ
ｂを活用したＰＲなどを積極的に行い、施設の利用促進に努
めた。

・令和２年度は新型コロナウイルス感染症の影響による外出
自粛や、集客イベントの中止等が影響して公園利用者数が減
少し、成果目標を達成できなかった。

・なお、成果目標が未達であった年度も、積極的な集客が困
難な状況下で、小規模なワークショップイベントを開催する
など工夫して施設の利用促進に努めたことから、「成果目標
及びその実績」の県の評価は、指定管理者が定量的な基準に
基づいて行った自己評価よりも高く評価した。

・指定管理期間を通じて施設の維持管理を適切に実施し、民
間事業者ならではの柔軟な発想で集客に努めていたことか
ら、適切に指定管理業務が実施されたと評価する。

・今後も、公園利用者の安全確保を最優先にしつつ、利用
ニーズを反映し、更なる利用促進につながる取組を期待す
る。

Ｒ３ Ｒ４

指定の期間 平成30年4月1日 ～ 令和5年3月31日

評価項目

Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２

施設の名称 県営都市公園　熊野灘臨海公園

指定管理者の名称 紀伊長島レクリェーション都市開発株式会社
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（６）指定管理候補者の選定状況報告について 

 

三重県流域下水道施設に係る指定管理候補者の選定状況について 

 

１ 概要 

  県土整備部が所管する三重県流域下水道施設については、現在の指定管理期間が令和６

年３月末で終了することから、令和６年４月から５年間の次期指定管理者の選定手続きを

現在進めています。 

同施設は、県民生活の重要なライフラインとして、県内のすべての処理施設の運転管理

と設備等の維持管理業務を統括的に行い、適正に汚水を処理する運営が求められており、

この役割を果たすことができるのは、昭和 63年以来、適正に施設を運営し、施設の能力や

状態を熟知している公益財団法人三重県下水道公社（以下「公社」という。）以外にはない

と考えられることから、公募によらず公社を指定管理候補者として選定することとしてい

ます。 

公社を指定管理候補者として選定するにあたり、三重県流域下水道条例に定める選定基

準に照らして公社の事業計画書等を総合的に審査する必要があるため、同条例に基づき、

外部の有識者等による三重県流域下水道施設指定管理者選定委員会（以下「選定委員会」

という。）を設置しています。令和５年７月 21日の第１回選定委員会においては、審査基

準及び配点表が決定され、決定内容等をもとに公社に事業計画書を含む申請書の提出を求

めたところ、公社から申請がありました。 

 

２ 選定及び審査に関する事項 

（１）委員の氏名及び役職名（敬称略） 

委員長 勝又 英之  （三重大学大学院工学研究科准教授） 
   委員   黒田 朱里  （公認会計士） 
   委員   前田 朝子 （三重県中小企業レディース中央会会長） 
   委員   森  公子 （公募委員） 
   委員  山本 純 （地方共同法人日本下水道事業団東海総合事務所 

                運用支援課 専門幹） 
 

（２）審査基準及び配点表 

   「別紙１」のとおり。 

 

（３）選定委員会の開催状況及び審議内容 

令和５年 ７月 21日     第１回選定委員会（審査基準及び配点表を決定） 

 10月 26日（予定） 第２回選定委員会（ヒアリング審査・総合審査） 

 

３ 申請に関する事項 

（１）申請者の名称 

   公益財団法人三重県下水道公社 
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（２）申請者が作成した事業計画書の要旨 

   「別紙２」のとおり。 

 

４ 進捗状況及び今後の予定 

（１）進捗状況 

令和５年 ７月 21日 第１回選定委員会（審査基準及び配点表を決定） 

 ８月 18日 申請要項の送付 

 ９月 22日 申請の受付 

 

（２）今後の予定 

令和５年 10月 26日 第２回選定委員会（ヒアリング審査・総合審査） 

 11月 下旬 令和５年 11月定例月会議で指定議案を提出 

 12月 指定管理者の指定 

令和６年 ３月 指定管理者と協定を締結 

 ４月 １日 指定管理者による施設管理を開始 

※ 次期指定管理期間：令和 10年度までの５年間 
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三重県流域下水道施設指定管理者審査基準 

 

 

 

【審査基準】 

○事業計画の内容が、流域下水道の適切な維持管理を図ることができるものであるか。 

 

① 管理運営の基本的方針が適切で、効率的で安全、かつ実現性のある管理ができるも

のとなっているか。 

② 見学者等への対応は適切に行われるものとなっているか。 

 ③ 情報の保護管理は適切に行われるものとなっているか。 

 ④ 情報の発信が適切に行われるものとなっているか。 

○事業計画の内容が、流域下水道の効用を最大限に発揮することができるものであるか。 

 

 ① 放流水質への管理が適切に行われるものとなっているか。 

 ② 周辺への配慮は適切に行われるものとなっているか。 

 ③ 施設の管理、保守点検等が適切に行われるものとなっているか。 

 ④ 安全管理体制が確立されているか。 

 ⑤ 災害等緊急時の対応が適切に行われるものとなっているか。 

○事業計画の内容が、流域下水道の管理に係る経費の縮減を図るものであるか。 

 

① 事業計画及び収支予算計画は適切か。 

② 経費の縮減に向けた取組や工夫がなされているか。 

○指定を受けようとするものが、事業計画に沿った管理を安定して行うために必要な人員

及び財政的基盤を有しているか。 

 

① 業務を適切に実施できる組織・人員体制となっているか。 

 ② 指定期間内に安定的に事業を継続できる財務体質を有しているか。 

 

委員会において、審査基準の各項目に対し適否の判断を行い、指定管理者として適当かど

うかを決定します。 

 

別紙１ 
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（概要版）

Ⅱ　見学者等へ
　の対応に関す
　る提案

   公社の経営理念のもと、次の７つの基本運営方針を掲げて事業を実施するとともに、組織運営に取
り組みます。

1.  下水道等の環境について学習する小学校４年生を主な対象に、小学校の社会見学の一環として
施設見学を実施しており、目標達成に向け、魅力ある見学メニューづくりや見学者の動線等の工夫、
職員のスキル研修などの取組を行います。
    また、安全対策、侵入者対策を講じ、見学者の安全を図ります。
      目標：浄化センター見学者受け入れ数　年間5，000人以上
      施設見学アンケートの満足度（小学校） 100％

   放流先への配慮として塩素の低減化運転及び水質調査、底質調査、悪臭・騒音調査、生物調査等
を実施します。また、浄化センター周辺地域への配慮として臭気抑制対策、美化活動を実施します。Ⅴ　周辺への配慮

Ⅳ　目標放流
　水質等達成の
　ための具体的
　方策

　 普及啓発事業として「施設見学」と「出前講座」に取り組みます。取組の主要なターゲットを子どもた
ちとします。「子どもはすぐに大人になり、大人はすぐに親になる」ことから、長期的視点に立った、世
代を超えた、広がりのある取組になると考えるからです。

2. 児童・生徒・学生（小学校・中学校・高校等）向けの出前講座を開催します。
      目標：出前講座実施数　年間30回以上
              出前講座アンケートの満足度　 100％

１．生物処理機能の調整により安定的に放流水質をコントロールする技術を高めるとと
  もに、能動的な栄養塩類管理運転に資するため、季節別に放流水質管理値を設定
  し、 放流水質 がその水準内に収まるような運転管理に努めます。

三重県流域下水道施設指定管理者事業計画書の要旨
申請者名 　公益財団法人　三重県下水道公社

＜基本運営方針＞
　１　放流水質基準値の遵守による公共用水域の水質保全及び改善
　２　設備・機器の計画的な点検、修繕による施設の適正管理
　３　効果的・効率的な運転管理によるコストの縮減
  ４　危機管理のさらなる強化
  ５　県民の下水道事業に対する関心の醸成と魅力の発信
  ６　行政機関への支援
  ７　人材育成と技術力の向上

3． これらの目標を達成するため、「下水道処理施設管理技士」の要件を満たす者等、運転管理に必
要な知識を持った職員を配置します。

2.   脱水機への負荷を考慮しつつ、下水汚泥の発生量を抑制するために、目標の汚
　泥含水率の上限値、下限値を定め、その範囲に収まるよう運転します。
　　　【目標汚泥含水率】71％～76％　　【目標汚泥含水率の達成状況】90％／年

Ⅲ　情報の保
   護、管理、
   発信

   公社規程に基づき、個人情報保護及び情報公開について対応します。
　 情報発信については、公社の「広報」活動として取り組むこととし、下水道の「普及啓発」の取組と
「ブランディング」の取組の二つから構成されています。
　 公社ホームページで、下水道の仕組みや公社の紹介動画、調査研究、入札情報（流域下水道施
設の維持管理にかかる工事・修繕・点検業務）、水質情報（各浄化センターから放流している排水の
水質検査結果を毎月公開）について、随時発信します。
　　「メディア（特にテレビ）の活用」について引き続き積極的に取り組むこととし、たとえば公社としての
番組制作を行うなど、よりレベルアップした、より効果的な広報を実施することとします。

＜コスト縮減対策と目標値＞
   従前から実施してきた対策を今後も可能な限り継続して実施するとともに、 電力使用量原単位、薬
品使用量原単位、汚泥発生量原単位について令和5年度の実績を超えないことを目標値として設定
してコスト縮減に取り組みます。
   目標値の達成状況を、4半期ごとに所長会議で検証するだけでなく、年度終了後に
1年間の目標達成状況を取りまとめ理事会で報告します。
　 コスト縮減に効果のあったノウハウについて他の浄化センターへ水平展開します。

Ⅰ　管理運営の
　基本方針

＜公社の経営理念＞

私たちは確かな技術と情熱を持って、いかなるときも県民のみなさんに下水道の

ある快適なくらしを提供し、誰からも信頼される公社をめざします

 別紙２ 
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（概要版）

三重県流域下水道施設指定管理者事業計画書の要旨

Ⅷ　緊急時対応
　方針

   機械設備の保守については､保守点検を行い､故障の兆候を見極めて早期に対応し故障件数を減
らすとともに、故障から復旧に至るまでの対応方針の決定を１ケ月以内と期限を設定し､迅速な対応
により常に良好な処理機能を維持するよう努めます。
   県のストックマネジメント計画の運用にあわせてオーバーホールの時期を調整するなど積極的に協
力します。

   汚泥処理は､発生する下水汚泥を安定的かつ排出者責任を全うできる形で処理し､収集運搬から
処分（中間処理）の過程まで一括して管理できる仕組みを引き続き採用します。
   ＳＤＧｓの取組の一環として下水汚泥の再利用率100％を維持します。
   「しさ」は、リサイクルできない廃棄物であるため県内の業者で焼却処分します。

   環境計測業務については､水処理及び汚泥処理工程の状況把握のため、工程管理のための試験
や法定試験、幹線接続点の水質調査を行います。 危機管理の観点から、水質異常が発生した場合
に迅速に対応するため、水質試験を公社職員が行い、他県に比べ多くの試験項目及び頻度で試験
を実施します。

 　令和2年10月、あらゆる災害に対応することを目標に、「下水道業務継続計画（下水道BCP）～災害
対応マニュアル～」を策定し、自然災害、南海トラフ地震臨時情報、その他の災害等、対象となる災
害の種別と規模に応じ、発令基準を定めるとともに、配備体制や指揮命令系統を明確にしました。
　 令和3年度以降、毎年4月に「年間訓練計画」を立て、公社及びメンテナンス会社の職員が、参集・
伝達訓練、異常流入水量に特化した参集・伝達訓練、大規模地震発生を想定した図上・実動訓練、
初期消火訓練等を行っており、今後も実施していきます。
　 流域下水道施設において最も発生頻度が高く、かつ影響が大きい風水害では、雨天時に不明水
が下水道管へ浸入することで発生する異常流入水量が近年極めて顕著になっています。下水道ＢＣ
Ｐでは、これを「いつも来る災害」と呼び、日々の警戒を要する特別な災害として取り扱っており、迅速
かつ的確な対応に努めます。
　 南海トラフ地震とそれに伴う津波は、流域下水道施設に甚大な被害を与えるばかりでなく、職員の
生命・身体へ危険を及ぼすことが大いに懸念されることから、下水道BCPでは、これを「いつか来る災
害」と呼び、人命にかかわる特別な災害として、事前準備や南海トラフ地震臨時情報が発表された場
合の職員がとるべき行動、さらに、大津波警報発表時の自動運転への切り替えと職員の避難行動等
について規定し、これに基づき訓練を実施しています。
　その他、水処理工程に深刻なダメージを与える設備故障や施設内での火災・爆発事故等の緊急事
態に対して的確に対応することとします。

　 職員に対し、定期的な保安教育、特殊作業等へ安全衛生管理の有資格者を配置、有機溶剤を扱
う職員へ法令で定める特別健康診断を実施します。

   ユーティリティや物品の調達は、安定供給先の確保、調達経費の圧縮は、継続的な課題として今
後も取り組んでいきます。

   保守点検業務は、工程能力維持（機械設備の能力維持）及び監視制御能力の維持（監視制御設
備の能力維持）に関して点検、分解整備を中心に行い、メーカー側の部品供給義務が終了した最重
要機器類についてはメーカーが保有する部品在庫を確保するなどの対応に努め､機能維持を図りま
す。

　 普及啓発施設及び浄化センターの利用者に対する利便性向上のため、引き続き、飲料の自動販
売機（９台）を設置します。

　 水処理施設、汚泥処理施設の運転管理を担当する職員として、各浄化センターに「下水道処理施
設管理技士の要件を満たす者」又は「下水道技術検定第３種合格者」を１名以上配置します。

Ⅹ　自動販売機
　の設置方針

　 各浄化センターには電気・機械・化学の専門職員を配置し、効率性、危機管理、品質・精度の視点
で業務水準が最も高くなる方法を今後も追求していきます。

Ⅸ　組織人員

Ⅵ　各種業務の
　実施計画

Ⅶ　業務従事者
　の安全衛生管
　理方針

   施設管理業務は、景観維持、汚損や劣化の防止、機能維持の考え方に基づき管理します。

   浄化センター施設の運転管理は、流入状況把握、運転方法決定、操作指示、水質試験及び結果
報告、中央監視データ確認、記録保管の順で実施していきます。
　 運転方法の決定、水質試験による工程確認は重要な技術業務であるため公社職員が直営で実施
し､中央監視室での24時間連続監視、機器の遠隔操作、自動運転設定・調整等の作業は当該業務
を専門に履行する業者に委託します。

提案価格（単位千円）

5,992,808

6,196,492

6,206,710

6,347,800

提案価格

年　　度

令和６年度

31,110,251

令和７年度

令和８年度

令和９年度

令和１０年度

合　　計

6,350,869

31,094,679

県提示価格（単位千円）

5,995,893

6,199,467

6,209,575

6,350,846

6,354,470
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三重県営住宅及び三重県特定公共賃貸住宅に係る 

指定管理候補者の選定状況について 

 

１ 概要 

  県土整備部が所管する三重県営住宅及び三重県特定公共賃貸住宅については、現在の指

定管理期間が令和６年３月末で終了することから、令和６年４月から５年間の次期指定管

理者の募集・選定手続きを現在進めています。 

  三重県営住宅条例及び三重県特定公共賃貸住宅条例に基づき、外部の有識者等による三

重県営住宅及び三重県特定公共賃貸住宅指定管理者選定委員会（以下「選定委員会」とい

う。）を設置し、令和５年６月 27日の第１回選定委員会において審査基準及び配点表を審

議しました。 

その後、第１回選定委員会での意見を踏まえ審査基準及び配点を決定し、指定管理者の

申請を受け付けたところ、「３ 申請に関する事項」のとおり申請がありました。 

令和５年 10月４日の第２回選定委員会において、申請者に対しヒアリングを実施したう

えで、総合的に審査を行いました。 

 

２ 選定及び審査に関する事項 

（１）委員の氏名及び役職名（敬称略） 

委員長   近藤 早映  （三重大学大学院工学研究科准教授） 
委員長代理 黒田 朱里  （公認会計士） 
委員    久保田久美  （一般社団法人三重県介護支援専門員協会副会長） 
委員    笠原 芳彦  （独立行政法人都市再生機構中部支社管理企画課長） 
委員    吉田清一郎  （公募委員） 

 

（２）審査基準及び配点表 

   「別紙１」のとおり。 

 

（３）選定委員会の開催状況及び審議内容 

令和５年 ６月27日     第１回選定委員会（審査基準及び配点表の審議検討） 

 10月４日         第２回選定委員会（ヒアリング審査・総合審査） 

 

３ 申請に関する事項 

（１）申請者の名称 

 北勢ブロック 中勢伊賀ブロック 南勢ブロック 東紀州ブロック 

申請者 
鈴鹿亀山不動産

事業協同組合 

伊賀南部不動産

事業協同組合 

三重県南勢地区

管理事業共同体 

三重県南勢地区

管理事業共同体  

申請数 １団体 １団体 １団体 １団体 
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（２）申請者が作成した事業計画書の要旨 

   「別紙２」のとおり。 

 

４ 進捗状況及び今後の予定 

（１）進捗状況 

令和５年 ６月27日 第１回選定委員会（審査基準及び配点表の審議検討） 

 ８月８日～８月22日 募集要項の配布 

 ８月23日 募集説明会の開催 

 ９月５日～９月15日 申請の受付 

 10月４日 第２回選定委員会（ヒアリング審査・総合審査） 

 

（２）今後の予定 

令和５年 11月下旬 令和５年 11月定例月会議で指定議案を提出 

 12月 指定管理者の指定 

令和６年 ３月 指定管理者と協定を締結 

 ４月１日 指定管理者による施設管理を開始 

※ 次期指定管理期間：令和 10年度までの５年間 
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 県営住宅及び特定公共賃貸住宅指定管理者審査基準 

 

【第１次審査基準】（申請者が４社以上の場合に実施） 

項  目 審   査   基   準 配点 

１管理業務に当たっての基本方

 針 

管理の理念・方針が県営住宅の設置目的に合致しているか １０ 

入居者及び入居希望者に対して公平・公正なサービスがなされるか １０ 

２管理業務の実施方針 ①管理業務にかかる組織体制、②団地管理（巡回を含む）の方法及

び体制、③入居関係手続の窓口対応について、仕様書及び県営住宅

管理マニュアルで定める業務水準を満たす方法・体制は確立されて

いるか 

１０ 

修繕・保守管理経費の縮減策について、最小の費用で最大の効果が

計られる工夫がなされているか 
１０ 

入居者への利便性の向上に資する新しいサービスの提供を示してい

るか 
１０ 

３申請者の状況 応募者の組織全体の中で、指定管理業務に参入した場合の経営的余

裕状況に問題はないか 
１０ 

４管理業務の経費見積 県が示す指定管理料提案額に対し、経費削減の工夫がなされている

かどうか 
１０ 

 配  点  合  計 ７０ 

【第２次審査基準】 

審   査   基   準 
配点 

大項目 事業計画書の項目 評 価 基 準 

１管理業

務 に 当

た っ て

の 基 本

方針 

(1)管理の理念・方針 
公の施設を管理する者としての意欲・責任が感じられるか ２０ 

運営管理の方針が県営住宅の設置目的に合致しているか ２０ 

(2)県民へのｻｰﾋﾞｽに

ついての考え方 
入居者及び入居希望者に対して公平・公正なサービスがなされるか ２０ 

(3)県が進める施策

の実現に関する取

組 

三重県が重点的に推進する施策を理解し、指定管理者の立場から県

施策の実現に取り組む姿勢が感じられるか 
２０ 

小  計 ８０ 

２管理業

務 の 実

施方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)管理体制 

①管理業務にかかる組織体制は、仕様書及び県営住宅管理マニュア

ルで定める業務水準を満たしているか 
２０ 

②団地管理（巡回を含む）の方法及び体制、③入居関係手続の窓口

対応について、仕様書及び県営住宅管理マニュアルで定める業務水

準を満たす方法・体制は確立されているか 

２０ 

(2)職員の配置計画 業務遂行に当たって、適材適所に適正な人数が配置されているか ２０ 

(3)職員の研修計画 人材育成方針及び研修計画は適切であるか ２０ 

(4)管理業務の実施

方針 

 

 

 

 

①入居者の要望・苦情処理対応について、処理マニュアル等が確立

されているか 
２０ 

②生活弱者について理解しているか、また、その対応等が確立され

ているか 
２０ 

③不法入居者等に対する取り締まり体制、対象者の発見及び指導、

県への報告（協力）体制が確立されているか 
２０ 
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④入居募集対策修繕について、入居率の向上のために、修繕期間の

短縮等様々な工夫がなされているか 
２０ 

⑤公営住宅管理システムデータのセキュリティ管理は十分か 

ア 外部への情報漏洩の防止 

イ データの扱いに関する職員への周知・教育 

２０ 

⑥修繕・保守管理経費の縮減策について、最小の費用で最大の効果

が計られる工夫がなされているか 
３０ 

⑦修繕・保守管理の作業員及び入居者等に対する安全管理方針は確

立されているか 
２０ 

(5)入居者サービス

向上策 

①入居者への利便性の向上に資する新しいサービスの提供を示して

いるか 
２０ 

 
②住棟及び附属建築物をその状態に応じて点検・管理し、その点検

結果を共有する体制を確立しているか 
２０ 

 
➂入居者からの修繕の依頼に迅速かつ誠実に対応できる体制を確立

しているか 
２０ 

(6)個人情報等の取

扱い 

個人情報の保護・情報公開に対する考え方と取組は適切なものであ

るか 
２０ 

(7)緊急時の対応・対

策 

 

①夜間・休日における対応・体制は適切であるか ２０ 

②災害に備えた準備、災害時における対応・体制は適切であるか（特

に、入居者の６割を超える高齢者への対応） 
３０ 

(8)その他の提案 

①業務に関しての提案（例：地域コミュニティ向上につながる取組、

業務の効率化、建物・設備等の長寿命化対策等について） 
３０ 

②県が提起する課

題の解決方法 

ア 入居率の向上について（施設の有効活用

策を含む。） 
５０ 

イ 孤立死防止の取組について ２０ 

ウ 外国人に対するコミュニケーション手段

の充実について 
２０ 

小  計 ４８０ 

３申請者

の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)申請団体の概要 

（人員確保策を含む。） 

指定管理業務を安定して実施するうえでの人員確保策はどのような

ものか 
１０ 

(2)経営状況表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財政状態に問題はないか。 

①手元流動比率 

何か月分の売上相当現金と現金等価物があるかを図る尺度 

多いほどよい 

②流動比率 

１００％以上で当面の支払能力あり 

③固定比率 

１００％以下であることが望ましい 

④自己資本比率 

多いほどよい 

２０ 

売上・損益の推移に問題はないか ２０ 

小  計 ５０ 

４管理業

務 の 経

費見積 

 

 

(1)管理費関係経費

見積 

(2)維持・修繕費関係

経費見積 

県が示す指定管理料提案額に対する見積額の割合 １０ 

県が示す指定管理料提案額に対し、経費削減の工夫がなされている

かどうか 
１０ 

小  計 ２０ 

 配  点  合  計  ６３０ 
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【留意点】 

 

１ 入居者及び入居希望者に対するサービスの品質確保の観点から、大項目「２管理業務の実施方

針」の得点（満点４８０点×５委員＝２，４００点）が、１，４４０点（５段階評価で「３」相

当）未満の場合は、指定管理候補者として選定しないこととします。 

  

２ 複数の申請者の採点結果が同点になった場合は、次の大項目の順番で点数を比較し、高得点と

なった者を上位の順位とします。なお、全ての大項目で同点の場合には、委員会の多数決で決定

することとします。 

   

① 「２管理業務の実施方針」 

② 「１管理業務に当たっての基本方針」 

③ 「４管理業務の経費見積」 

④ 「３申請者の状況」 
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事 業 計 画 書 の 要 旨 

申請者名 鈴鹿亀山不動産事業協同組合 

管理業務基本方針 

鈴鹿亀山不動産事業協同組合は地元企業の組合員 74 社と賛助

会員 37 社で構成し、現在、県営住宅北勢ブロックの指定管理者

であり、鈴鹿市の市営住宅の管理も受託しております。これら

の実績を生かし「県営住宅の健全かつ専門的な運営管理」「安

全・安心で快適な施設環境の提供」「地域に密着した地元企業に

よる迅速できめ細かいサービス提供」を実現するため、県の認

可団体である当組合が主体となって高い公共性や透明性を持っ

た管理運営を行い、入居者の安心、安全、満足度の向上を目指

します。県営住宅は安全で快適な住環境を提供することはもち

ろん、公平性・平等性、法令遵守、行政に準じた業務執行など、

公の視点に立って次の方針において管理運営を行います。

・公営住宅の設置目的を達成する運営管理

・人権を尊重し、すべての入居者に公平で平等な運営管理

・コンプライアンスに忠実な運営管理

・高い管理水準を確保し、かつ、経費の削減を図る

・行政に準じた業務執行

管 理 業

務 

実 施 方

針 

管理体制及び職

員に関する計画 

管理事務所には職員 10 名を配置し、電話対応、窓口業務、団

地巡回に当たりますが、全職員が何らかの形で全団地に携わる

「face To face」を基本に業務を実施します。職員には有資格者

等「宅地建物取引士(9 名)、一級建築士(2 名)、ポルトガル語・

スペイン語通訳(1 名)」が在籍し専門的な対応を実施します。

電話対応、窓口業務は「接遇マニュアル」を基本に対応し、案

件ごとに「対応票」を作成し、情報共有を図ります。

団地巡回は月三回の「定期巡回」と目的別の「個別巡回」に分

けて実施し、現場確認や情報収集に努めます。

入居関係手続きの窓口対応は親切丁寧な説明を基本とし、見や

すくわかりやすい資格審査資料やチェックリストを配布し対応

します。

管理業務に関す

る計画 

・入居者の要望、苦情処理に係る対応

ご意見はがき、相談窓口、アンケート調査、ヒアリング調

査で入居者のご意見、ご要望等を積極的に収集すると共に

適切な苦情対応を行います

・生活弱者への対応

県営住宅では生活弱者への特別な配慮が求められており、

その設置目的を十分に理解し、入居者が安心して暮らせる

住環境を安定的かつ継続的に提供します

・不法入居者に対する対応

現在は団地巡回や入居者からの通報等に基づき発見、事実

確認、指導に取組んでおり、今後も必ず県に報告し、県の

指示のもと面談等の実施や是正措置の指導を行います

・入居者募集対策修繕の工夫

組合員、賛助会員の高い技術・経験・ノウハウを最大限に

活用すると共に、有資格者である職員が万全の体制で施工

管理・検査を実施します

（別紙様式５）

別紙２

北勢ブロック
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・公営住宅管理システムのデータセキュリティ管理 
統括保護管理者を設置し、職員研修を実施すると共に情報

管理マニュアルを作成・活用します 
・修繕・保守管理経費の縮減策 

適切で厳正な入札の実施、修繕履歴書の作成・活用、予防

保全、最新技術の導入等により修繕・保守管理費を縮減し

ます 
・修繕・保守管理の作業員及び入居者等に対する安全管理方針 

現在も安全管理には最大限の力を注いでおりますが、入居

者への告知等を徹底し一層の安全水準を実現します。 

入居者に関する計画 

（サービス向上） 

（個人情報取扱） 

（緊急対応・対

策） 

・入居者に関する計画 
 (サービス向上) 
  サービスの向上は指定管理者制度が導入された大きな目的

であり、過去 15 年間の実績を最大限に活用し入居者の満足

度向上に努めます。また、入居者の皆様に更なるサービス

向上を図るため「入居説明用の画像資料作成」「業務時間の

予約制延長」「広報紙の発行」「防災訓練の継続実施」を実

施します。 
 (個人情報取扱) 
  入居者の収入や家族構成などの個人情報を「お客様の重要

な財産を預かっている」との認識のもと流出防止や適正な

取得、目的外利用の原則禁止などを徹底します。また、県

の情報公開に積極的に協力すると共に、積極的な情報発信

に努めます。 
 (緊急対応・対策) 
  夜間・休日は 15 年間の実績がある㈱日立システムズの夜

間・休日サポートシステムを利用し、迅速な対応をします。 
また、火災や大規模地震などの災害発生時には入居者の安

全確保を最優先に、迅速かつ適正な対応をします。このた

め普段から緊急体制の整備、緊急対応マニュアルの作成活

用、防災勉強会の実施、防災用品物資の常備などに努めま

す。 

収
支
計
画
（
千
円
） 

年  度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R9 年度 R10 年度 

収入計（指定管理料） 248,105 260,310 266,972 244,958 255,692 

支出計 248,105 260,310 266,972 244,958 255,692 

内 

訳 

人件費 19,505 19,505 19,505 19,505 19,505 

一般管理費・事務費 12,047 12,047 12,047 12,047 12,047 

入居者募集修繕費・住替修繕費 85,614 85,614 85,614 85,614 85,614 

一般修繕費・環境整備費 49,667 49,667 49,667 49,667 49,667 

計画修繕費・計画解体費 53,600 54,332 67,297 53,830 48,284 

維持・点検費等その他 27,672 39,145 32,842 24,295 40,575 

※A4 版２枚以内としてください。 

※PDF ファイル様式で提出してください。 
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事 業 計 画 書 の 要 旨 

申請者名 伊賀南部不動産事業協同組合 

管理業務基本方針 

伊賀南部不動産事業協同組合は地元企業の組合員22社と賛助会

員24社で構成し、現在、県営住宅中勢伊賀ブロックの指定管理

者であり、名張市の市営住宅の管理も受託しております。これ

らの実績を生かし「県営住宅の健全かつ専門的な運営管理」「安

全・安心で快適な施設環境の提供」「地域に密着した地元企業

による迅速できめ細かいサービス提供」を実現するため、県の

認可団体である当組合が主体となって高い公共性や透明性を持

った管理運営を行い、入居者の安心、安全、満足度の向上を目

指します。県営住宅は安全で快適な住環境を提供することはも

ちろん、公平性・平等性、法令遵守、行政に準じた業務執行な

ど、公の視点に立って次の方針において管理運営を行います。 

・公営住宅の設置目的を達成する運営管理

・人権を尊重し、すべての入居者に公平で平等な運営管理

・コンプライアンスに忠実な運営管理

・高い管理水準を確保し、かつ、経費の削減を図る

・行政に準じた業務執行

管理業務 

実施方針 

管理体制及び職

員に関する計画 

管理事務所には職員 8 名を配置し、電話対応、窓口業務、団地

巡回に当たりますが、全職員が何らかの形で全団地に携わる

「face To face」を基本に業務を実施します。職員には有資格

者等「宅建士(2 名)、一級建築士(1 名)、賃貸不動産経営管理士

(3 名)、ポルトガル語・スペイン語通訳(1 名)」が在籍し専門的

な対応を実施します。 

電話対応、窓口業務は「接遇マニュアル」を基本に対応し、案

件ごとに「応対票」を作成し、情報共有を図ります。 

団地巡回は月 4 回の「定期巡回」と目的別の「個別巡回」に分

けて実施し、現場確認や情報収集に努めます。 

入居関係手続きの窓口対応は親切丁寧な説明を基本とし、見や

すくわかりやすい資格審査資料やチェックリストを配布し対応

します。 

管理業務に関す

る計画 

・入居者の要望、苦情処理に係る対応

ご意見箱の設置、相談窓口、アンケート調査、ヒアリング調

査で入居者のご意見、ご要望等を積極的に収集すると共に適

切な苦情対応を行います 

・生活弱者への対応

県営住宅では生活弱者への特別な配慮が求められており、そ

の設置目的を十分に理解し、入居者が安心して暮らせる住環

境を安定的かつ継続的に提供します 

・不適正及び不法入居者、無断退去者等に対する対応

現在は団地巡回や入居者からの通報等に基づき発見、事実確

認、指導に取組んでおり、今後も必ず県に報告し、県の指示

のもと面談等の実施や是正措置の指導を行います 

（別紙様式５） 

中勢伊賀ブロック
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・入居者募集対策修繕の工夫 

組合員、賛助会員の高い技術・経験・ノウハウ・信用を最大

限に活用すると共に、有資格者である職員が万全の体制で施

工管理・検査を実施します 

・公営住宅管理システムのデータセキュリティ管理 

統括保護管理者を設置し、職員研修を実施すると共に情報管

理マニュアルを作成・活用します 

・修繕・保守管理経費の縮減策 

適切で厳正な入札の実施、修繕履歴書の作成・活用、予防保

全、最新技術の導入等により修繕・保守管理費を縮減します 

・修繕・保守管理の作業員及び入居者等に対する安全管理方針 

現在も安全管理には最大限の力を注いでおりますが、次期指

定管理ではより一層の安全水準を実現します 

入居者に関する計画 

（サービス向上） 

（個人情報取扱） 

（緊急対応・対

策） 

・入居者に関する計画 

(サービス向上) 

サービスの向上は指定管理者制度が導入された大きな目的

であり、過去15年間の実績を最大限に活用し入居者の満足

度向上に努めます。また、入居者の皆様に更なるサービス

向上を図るため「消費者トラブルに関する注意喚起・啓発」

「業務時間の予約制延長」「広報紙の発行」を実施します。 

(個人情報取扱) 

入居者の収入や家族構成などの個人情報を「お客様の重要

な財産を預かっている」との認識のもと流出防止や適正な

取得、目的外利用の原則禁止などを徹底します。また、県

の情報公開に積極的に協力すると共に、積極的な情報発信

に努めます。 

(緊急対応・対策) 

夜間・休日は15年間の実績がある㈱日立システムズの夜

間・休日サポートシステムを利用し、迅速な対応をします。

また、火災や大規模地震などの災害発生時には入居者の安

全確保を最優先に、迅速かつ適正な対応をします。このた

め普段から緊急体制の整備、緊急対応マニュアルの作成活

用、防災勉強会の実施、防災用品物資の常備、緊急通行が

可能なパトロール車の配備などに努めます。 

収
支
計
画
䥹
千
円
䥺 

年  度 R6(2024) R7(2025) R8(2026) R9(2027) R10(2028) 

収入計（指定管理料） 299,403 294,886 312,187 298,477 269,773 

支出計 299,403 294,886 312,187 298,477 269,773 

内 

訳 

人件費 26,569 26,569 26,569 26,569 26,569 

一般管理費・事務費 9,051 9,051 9,051 9,051 9,051 

入居者募集修繕費・住替え修繕費 60,723 60,723 60,723 60,723 60,723 

一般修繕費 81,661 81,661 81,661 81,661 81,661 

計画修繕費 38,500 38,500 38,500 22,000 22,000 

維持・点検費等その他 82,899 78,382 95,683 98,473 69,769 

※A4 版２枚以内としてください。 

※PDF ファイル様式でＣＤ等の媒体に記録して提出してください。 
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事 業 計 画 書 の 要 旨 

申請者名 三重県南勢地区管理事業共同体 

管理業務基本方針 

三重県南勢地区管理事業共同体は地元企業の組合員115社と賛

助会員21社で構成し、現在、県営住宅南勢ブロック・東紀州ブ

ロックの指定管理者を受託しております。これらの実績を生か

し「県営住宅の健全かつ専門的な運営管理」「安全・安心で快

適な施設環境の提供」「地域に密着した地元企業による迅速で

きめ細かいサービス提供」を実現するため、県の認可団体であ

る当共同体が主体となって高い公共性や透明性を持った管理運

営を行い、入居者の安心、安全、満足度の向上を目指します。

県営住宅は安全で快適な住環境を提供することはもちろん、公

平性・平等性、法令遵守、行政に準じた業務執行など、公の視

点に立って次の方針において管理運営を行います。 

・公営住宅の設置目的を達成する運営管理

・人権を尊重し、すべての入居者に公平で平等な運営管理

・コンプライアンスに忠実な運営管理

・高い管理水準を確保し、かつ、経費の削減を図る

・行政に準じた業務執行

管理業務 

実施方針 

管理体制及び職

員に関する計画 

管理事務所には職員 5 名を配置し、電話対応、窓口業務、団地

巡回に当たりますが、全職員が何らかの形で全団地に携わる

「face To face」を基本に業務を実施します。職員には有資格

者等「宅建士(2 名)、一級建築士(1 名)」「賃貸不動産経営管理

士(3 名)」が在籍し専門的な対応を実施します。 

電話対応、窓口業務は「接遇マニュアル」を基本に対応し、案

件ごとに「応対票」を作成し、情報共有を図ります。 

団地巡回は月 3 回の「定期巡回」と目的別の「個別巡回」に分

けて実施し、現場確認や情報収集に努めます。 

入居関係手続きの窓口対応は親切丁寧な説明を基本とし、見や

すくわかりやすい資格審査資料やチェックリストを配布し対応

します。 

管理業務に関す

る計画 

・入居者の要望、苦情処理に係る対応

ご意見箱の設置、相談窓口、アンケート調査、ヒアリング調

査で入居者のご意見、ご要望等を積極的に収集すると共に適

切な苦情対応を行います 

・生活弱者への対応

県営住宅では生活弱者への特別な配慮が求められており、そ

の設置目的を十分に理解し、入居者が安心して暮らせる住環

境を安定的かつ継続的に提供します 

・不適正及び不法入居者、無断退去者等に対する対応

現在は団地巡回や入居者からの通報等に基づき発見、事実確

認、指導に取組んでおり、今後も必ず県に報告し、県の指示

のもと面談等の実施や是正措置の指導を行います 

・入居者募集対策修繕の工夫

組合員、賛助会員の高い技術・経験・ノウハウ・信用を最大

（別紙様式５） 
南勢ブロック
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※A4 版２枚以内としてください。 

※PDF ファイル様式でＣＤ等の媒体に記録して提出してください。 

限に活用すると共に、有資格者である職員が万全の体制で施

工管理・検査を実施します 

・公営住宅管理システムのデータセキュリティ管理 

統括保護管理者を設置し、職員研修を実施すると共に情報管

理マニュアルを作成・活用します 

・修繕・保守管理経費の縮減策 

適切で厳正な入札の実施、修繕履歴書の作成・活用、予防保

全、最新技術の導入等により修繕・保守管理費を縮減します 

・修繕・保守管理の作業員及び入居者等に対する安全管理方針 

現在も安全管理には最大限の力を注いでおりますが、次期指

定管理ではより一層の安全水準を実現します 

入居者に関する計画 

（サービス向上） 

（個人情報取扱） 

（緊急対応・対

策） 

・入居者に関する計画 

(サービス向上) 

サービスの向上は指定管理者制度が導入された大きな目的

であり、過去14年間の実績を最大限に活用し入居者の満足

度向上に努めます。また、入居者の皆様に更なるサービス

向上を図るため「消費者トラブルに関する注意喚起・啓発」

「業務時間の予約制延長」「広報紙の発行」を実施します。 

(個人情報取扱) 

入居者の収入や家族構成などの個人情報を「お客様の重要

な財産を預かっている」との認識のもと流出防止や適正な

取得、目的外利用の原則禁止などを徹底します。また、県

の情報公開に積極的に協力すると共に、積極的な情報発信

に努めます。 

(緊急対応・対策) 

夜間・休日は14年間の実績がある㈱日立システムズの夜

間・休日サポートシステムを利用し、迅速な対応をします。

また、火災や大規模地震などの災害発生時には入居者の安

全確保を最優先に、迅速かつ適正な対応をします。このた

め普段から緊急体制の整備、緊急対応マニュアルの作成活

用、防災勉強会の実施、防災用品物資の常備、緊急通行が

可能なパトロール車の配備などに努めます。 

収
支
計
画
䥹
千
円
䥺 

年  度 R6(2024) R7(2025) R8(2026) R9(2027) R10(2028) 

収入計（指定管理料） 97,363 105,228 103,360 100,113 85,857 

支出計 97,363 105,228 103,360 100,113 85,857 

内 

訳 

人件費 8,747 8,747 8,747 8,747 8,747 

一般管理費・事務費 6,950 6,950 6,950 6,950 6,950 

入居者募集修繕費・住替え修繕費 28,026 28,026 28,026 28,026 28,026 

一般修繕費 20,764 20,764 20,764 20,764 20,764 

計画修繕費 0 16,500 16,500 16,500 0 

維持・点検費等その他 32,876 24,241 22,373 19,126 21,370 
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事 業 計 画 書 の 要 旨 

申請者名 三重県南勢地区管理事業共同体 

管理業務基本方針 

三重県南勢地区管理事業共同体は地元企業の組合員115社と賛

助会員21社で構成し、現在、県営住宅南勢ブロック・東紀州ブ

ロックの指定管理者を受託しております。これらの実績を生か

し「県営住宅の健全かつ専門的な運営管理」「安全・安心で快

適な施設環境の提供」「地域に密着した地元企業による迅速で

きめ細かいサービス提供」を実現するため、県の認可団体であ

る当共同体が主体となって高い公共性や透明性を持った管理運

営を行い、入居者の安心、安全、満足度の向上を目指します。

県営住宅は安全で快適な住環境を提供することはもちろん、公

平性・平等性、法令遵守、行政に準じた業務執行など、公の視

点に立って次の方針において管理運営を行います。 

・公営住宅の設置目的を達成する運営管理

・人権を尊重し、すべての入居者に公平で平等な運営管理

・コンプライアンスに忠実な運営管理

・高い管理水準を確保し、かつ、経費の削減を図る

・行政に準じた業務執行

管理業務 

実施方針 

管理体制及び職

員に関する計画 

管理事務所には職員 5 名を配置し、電話対応、窓口業務、団地

巡回に当たりますが、全職員が何らかの形で全団地に携わる

「face To face」を基本に業務を実施します。職員には有資格

者等「宅建士(2 名)、一級建築士(1 名)」「賃貸不動産経営管理

士(3 名)」が在籍し専門的な対応を実施します。 

電話対応、窓口業務は「接遇マニュアル」を基本に対応し、案

件ごとに「応対票」を作成し、情報共有を図ります。 

団地巡回は月 3 回の「定期巡回」と目的別の「個別巡回」に分

けて実施し、現場確認や情報収集に努めます。 

入居関係手続きの窓口対応は親切丁寧な説明を基本とし、見や

すくわかりやすい資格審査資料やチェックリストを配布し対応

します。 

管理業務に関す

る計画 

・入居者の要望、苦情処理に係る対応

ご意見箱の設置、相談窓口、アンケート調査、ヒアリング調

査で入居者のご意見、ご要望等を積極的に収集すると共に適

切な苦情対応を行います 

・生活弱者への対応

県営住宅では生活弱者への特別な配慮が求められており、そ

の設置目的を十分に理解し、入居者が安心して暮らせる住環

境を安定的かつ継続的に提供します 

・不適正及び不法入居者、無断退去者等に対する対応

現在は団地巡回や入居者からの通報等に基づき発見、事実確

認、指導に取組んでおり、今後も必ず県に報告し、県の指示

のもと面談等の実施や是正措置の指導を行います 

・入居者募集対策修繕の工夫

組合員、賛助会員の高い技術・経験・ノウハウ・信用を最大

（別紙様式５） 
東紀州ブロック
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※PDF ファイル様式でＣＤ等の媒体に記録して提出してください。 

限に活用すると共に、有資格者である職員が万全の体制で施

工管理・検査を実施します 

・公営住宅管理システムのデータセキュリティ管理 

統括保護管理者を設置し、職員研修を実施すると共に情報管

理マニュアルを作成・活用します 

・修繕・保守管理経費の縮減策 

適切で厳正な入札の実施、修繕履歴書の作成・活用、予防保

全、最新技術の導入等により修繕・保守管理費を縮減します 

・修繕・保守管理の作業員及び入居者等に対する安全管理方針 

現在も安全管理には最大限の力を注いでおりますが、次期指

定管理ではより一層の安全水準を実現します 

入居者に関する計画 

（サービス向上） 

（個人情報取扱） 

（緊急対応・対

策） 

・入居者に関する計画 

(サービス向上) 

サービスの向上は指定管理者制度が導入された大きな目的

であり、過去14年間の実績を最大限に活用し入居者の満足

度向上に努めます。また、入居者の皆様に更なるサービス

向上を図るため「消費者トラブルに関する注意喚起・啓発」

「業務時間の予約制延長」「広報紙の発行」を実施します。 

(個人情報取扱) 

入居者の収入や家族構成などの個人情報を「お客様の重要

な財産を預かっている」との認識のもと流出防止や適正な

取得、目的外利用の原則禁止などを徹底します。また、県

の情報公開に積極的に協力すると共に、積極的な情報発信

に努めます。 

(緊急対応・対策) 

夜間・休日は14年間の実績がある㈱日立システムズの夜

間・休日サポートシステムを利用し、迅速な対応をします。

また、火災や大規模地震などの災害発生時には入居者の安

全確保を最優先に、迅速かつ適正な対応をします。このた

め普段から緊急体制の整備、緊急対応マニュアルの作成活

用、防災勉強会の実施、防災用品物資の常備、緊急通行が

可能なパトロール車の配備などに努めます。 

収
支
計
画
䥹
千
円
䥺 

年  度 R6(2024) R7(2025) R8(2026) R9(2027) R10(2028) 

収入計（指定管理料） 32,359 41,348 41,588 29,741 30,348 

支出計 32,359 41,348 41,588 29,741 30,348 

内 

訳 

人件費 1,789 1,789 1,789 1,789 1,789 

一般管理費・事務費 1,435 1,435 1,435 1,435 1,435 

入居者募集修繕費・住替え修繕費 10,899 10,899 10,899 10,899 10,899 

一般修繕費 10,987 10,987 10,987 10,987 10,987 

計画修繕費 0 11,000 11,000 0 0 

維持・点検費等その他 7,249 5,238 5,478 4,631 5,238 
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（７）審議会等の審議状況（令和５年６月１日～令和５年９月 18日） 

（県土整備部） 

 

１ 審議会等の名称 三重県営住宅及び三重県特定公共賃貸住宅指定管理者選定委

員会 

２ 開催年月日 令和５年６月 27日 

３ 委員 委員長  近藤 早映 

委 員  笠原 芳彦 他３名 

４ 諮問事項 審査基準及び配点表について 

５ 調査審議結果 諮問事項について、審議検討を行った。 

６ 備考  

 

 

１ 審議会等の名称 三重県流域下水道施設指定管理者選定委員会 

２ 開催年月日 令和５年７月 21日 

３ 委員 委員長  勝又 英之 

委 員  黒田 朱里 他３名 

４ 諮問事項 審査基準及び配点表について 

５ 調査審議結果 諮問事項について、原案どおり答申された。 

６ 備考  

  

 

１ 審議会等の名称 三重県公共事業評価審査委員会 

２ 開催年月日 令和５年８月２日 

３ 委員 委員長  岡島 賢治 

副委員長 小野寺 一成 

委 員  大野 研   他６名 

４ 諮問事項 公共事業再評価実施事業 

 ・海岸事業（城南第一地区海岸） 

 ・海岸事業（川越地区海岸） 

 ・海岸事業（井田地区海岸） 

５ 調査審議結果 再評価実施事業について、事業の継続が了承された。 

６ 備考  
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１ 審議会等の名称 三重県都市計画審議会 

２ 開催年月日 令和５年８月 21日 

３ 委員 会 長  浅野 純一郎 

委 員  仲林 真子  他19名 

４ 諮問事項 １ 四日市都市計画道路の変更 

２ 鈴鹿都市計画道路の変更 

５ 調査審議結果 諮問事項について、原案どおり答申された。 

６ 備考  

 

 

１ 審議会等の名称 三重県公共事業評価審査委員会 

２ 開催年月日 令和５年８月 28日 

３ 委員 委員長  岡島 賢治 

委 員  大野 研  他４名 

４ 諮問事項 公共事業再評価実施事業 

 ・砂防事業（小滝川） 

 ・道路事業（一般国道421号（大安ICアクセス道路）） 

 ・道路事業（一般国道167号（磯部バイパス）） 

 ・河川事業（二級河川員弁川） 

 ・河川事業（二級河川三渡川） 

 ・河川事業（二級河川百々川） 

５ 調査審議結果 再評価実施事業について、事業の継続が了承された。 

６ 備考  
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